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資料１ 改善基準告示の見直しの方向性について (ハイヤー・タクシー )

第４回 労働政策審議会労働条件分科会
自動車運転者労働時間等専門委員会ハイヤー・タクシー作業部会



拘束時間について
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【日勤】
○ 「１ヶ月の拘束時間は２８８時間」という提案は、時間外・休日が月８０時間を超えるので、受け入れられない。

ただし、脳心の認定基準を意識した年拘束のキャップを設けるのであれば検討の余地はある（労）

○ 「１ヶ月の拘束時間は２８８時間」という提案は、年９６０時間の上限規制に休日労働を加味した、運行実態を踏まえた
妥当な数字と認識している。現行から、１ヶ月あたり１１時間、１年間あたり１３２時間の短縮となっており、過労死防
止を踏まえた見直しと言えるのではないか（使）

【隔勤】
○ 隔日勤務の拘束時間は、現行、もともと２６２時間と短い勤務となっていることから、現状どおりで受け入れられると考

える（労）

案

【日勤】

▷ １ヶ月の拘束時間：２８８時間（現行２９９時間）

※ ２８８時間＝１９５時間＋９３時間

【隔勤】

▷ １ヶ月の拘束時間：２６２時間

▷ 地域的事情その他の特別な事情がある場合、労使協定を締結し、年６回２７０時間まで延長できる。

主なご意見（ 1 0 / 8作業部会、 1 0 / 2 9専門委員会）



拘束時間、休息期間について
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○ 「休息期間は原則１１時間」という提案は評価したい。例外の時間や回数は今後、検討が必要。
ただし、８時間という数字は例外的なものであっても受け入れられない。使側が主張するように、タクシー事業は原則
１３時間で労務管理を行っているということであれば、１１時間の休息期間は現実的な数字ではないか（労）

○ 休息期間を業態毎に変えてしまうと、人材の流出を招きかねないので、３業態で揃えたい。労側の主張、交通需要等を
踏まえた上で、休息期間は原則１０時間としつつ、例外的に８時間を月に数回認めてはどうか（使）

○ 隔勤は、昼夜をまたぐ、身体への負担が大きい勤務形態。休息期間は２４時間に見直してもらいたい（労）

○ 隔勤の拘束時間は月４回は２２時間まで延長を認めてもらいたい（使）

案

主なご意見（ 1 0 / 8作業部会、 1 0 / 2 9専門委員会）

【日勤】

▷ 休息期間

・ ９時間以上

・ １１時間以上とするよう努めること。

▷ 拘束時間

・ １３時間（最大１５時間）

・ ２日以上連続して１４時間を超えてはならない。

【隔勤】

▷ ２暦日の休息期間：２０時間

▷ ２暦日の拘束時間：２１時間

【日勤】

▷ 休息期間：１１時間（週３回まで９時間）

（現行８時間）

▷ 拘束時間：１３時間（週３回まで１５時間）

（現行１３時間、最大１６時間）

【隔勤】

▷ ２暦日の休息期間：２０時間

▷ ２暦日の拘束時間：２１時間

追加案



車庫待ち等について

○ 車庫待ち等の特例を利用している会社がないのであれば、制度として廃止し、原則の時間で規制してはどうか（労）

○ 車庫待ち等の実態が見えない状況で廃止するのは反対（使）

○ 駅待ち等も含め、制度として残すのであれば、使用者側委員に事業者団体を通じて全国の車庫待ち等の実態を把握して
いただき、定義を明確にしていただいた上で運用してほしい（労）
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【日勤】

▷ 車庫待ちは、１ヶ月の拘束時間２８８時間（現行２９９時間）

を、労使協定を締結し、 ３００時間（現行３２２時間）まで
延長できる。

※ ３００時間＝１９５時間＋１０５時間

▷ 車庫待ちは、次の条件を満たせば２４時間まで延長で
きる。
・休息期間 継続２０時間以上
・１６時間超えは１ヶ月７回以内
・１８時間超えの場合、夜間に４時間以上の仮眠付与

【隔勤】

▷ 車庫待ちは、１ヶ月の拘束時間（２６２時間、延長し
た場合は２７０時間）について、次の条件を満たせば、
１０時間（現行２０時間）を加えた時間を延長できる。
・夜間４時間以上の仮眠付与
・２１時間超えは労使協定により１ヶ月７回以内

※ ２８０時間＝１９５時間＋８５時間

▷ 車庫待ちは、次の条件を満たせば２４時間まで延長で
きる。
・夜間４時間以上の仮眠付与
・２１時間超えは労使協定により１ヶ月７回以内

案

主なご意見 （ 1 0 / 8作業部会、 1 0 / 2 9専門委員会）



ハイヤーについて

○ ハイヤーは、タクシーと異なり、特定のお客様の要望に応じて運転する特殊な形態であり、仮眠施設で休息を取るのが
通例なので、努力義務にせよ、休息期間を具体的に定めた場合、運用面で難しさがある（労）

○ ハイヤーはユーザーの需要に応じて仕事をしている。改善基準告示において、休息期間についての規定を設けるので
あれば、数値を入れないほうが良い（使）
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・ 労働基準法の時間外労働の上限規制（月４５時間、年３６０時間、臨時的特別な事情がある場合には、
年９６０時間）を遵守し、時間外・休日労働時間を短くするよう努める必要があること。

・ 自動車運転者の疲労回復を図る観点から、一定の睡眠時間を確保できるよう、必要な休息期間を確保すること。

（現行）
時間外労働は、次の範囲内となるよう努めること。

１ヶ月：５０時間
３ヶ月：１４０時間
１年間：４５０時間

主なご意見（ 1 0 / 8作業部会、 1 0 / 2 9専門委員会）

修正案



その他について

○ 「予期しえない事象」については、拘束時間の延長を例外的に認めることは理解するが、休息期間を短縮する必要は
ないのではないか。拘束時間の延長をしたのであれば、休息期間は原則どおり取らせるべきではないか（労）

○ 現在も、拘束時間が延びるような事があれば、勤務明けにはしっかり休息を取ってもらっており、休息期間を短縮する
必要性はないと考える（使）
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主なご意見（ 1 0 / 8作業部会、 1 0 / 2 9専門委員会）

▷ 休日労働：２週間に１回

▷ 予期しえない事象
・ 事故、故障、災害等、あらかじめその発生を予測することができない事象に遭遇し、一定の遅延が生じた

場合には、客観的な記録が認められる場合に限り、１日または２暦日の拘束時間の規制の適用にあたっては、
その対応に要した時間を拘束時間に含めないことができる。
（１日または２暦日の拘束時間を延長した場合にも、休息期間の確保は必要）、 （労働時間に応じた賃金の支払いは必要）

・ なお、拘束時間に含めないことができる時間の上限を設けることとする。

【具体的な事象の例】
・ 運転中に乗務している車両が予期せず故障した場合
・ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航した場合
・ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖された場合、道路が渋滞した場合
・ 運転中に異常気象（降雨（３０mm/h以上）、暴風（２０m/s以上）、濃霧・風雪等の視界不良（視界が概ね

２０m以下）、警報発表時）が発生した場合

▷ 適用除外業務
大規模災害等に伴う「緊急輸送」、「緊急通行車両」の適用除外にバス、タクシーを含める。

修正案


